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相続専門

Tel.  03-3527-3756

【日本橋本店】
〒103-0001 東京都中央区日本橋小伝馬町 14-10
アソルティ小伝馬町 Liens　3階

Mail. info@tomorrowstax.com

【新宿支店】
〒160-0649 東京都新宿区西新宿 1-25-1
新宿センタービル 49 階（＋OURS 内）
※新宿支店は平日 8：00 ～ 20：00 のみ（土日祝日不可）

相続専門の税理士法人
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お客様は直近で大切なご家族を亡くされた方です。トゥモローズの
スタッフ全員が、謙虚に、素直に、誠実に、お客様に寄り添いながら
共に相続を乗り越えていきます。

謙虚に、素直に、
誠実に

Strength

Strength

Strength

Strength

Strength

売上の9割以上が相続業務である税理士法人。真の相続専門税理
士だからこそ提供できるサービスがここにあります。

真の相続専門の
税理士法人

税理士1人当りの申告等実績は年間50件以上。相続専門の税理士
の中でも日本トップクラスの実績がありますので安心してお任せい
ただけます。

豊富な実績

相続税の税務調査率は一般的に10％程度といわれている中でトゥ
モローズの税務調査率はその10分の1である1％を切っています。こ
の数字は高度な専門性があるからこそ実現できるのです。

税務調査率
1％未満

社内業務の効率化、広告費の抑制など、企業努力により実現できた
低価格報酬です。競合他社の報酬リサーチを定期的に実施すること
により業界最低水準の報酬としています。

業界最低水準の
低価格11万円～

お客様からご相談ご質問には原則として1営業日以内には返答しお
待たせしません。また、スビード申告にも対応しており、申告期限ま
で1ヶ月を切っているような案件でも対応が可能です。

迅速対応

申告後の税務調査対応はもちろんのこと、相続した不動産の所得税
申告、相続不動産の売却や有効活用、相続した有価証券の運用相談
などアフターサービスも充実しています。

安心の
アフターサービス

平日はお仕事で相続手続きができないお客様も多くいます。トゥモ
ローズではそのようなお客様にも対応できるよう平日夜間や土日の
対応も可能です。

平日夜間・
土日も対応9

二次相続シミュレーション、土地評価、小規模宅地の特例、名義預
金評価等、亡くなった後でも相続税の節税は可能です。トゥモローズ
だからこそできる法律に則った最大限の節税を提案します。

業界屈指の
節税提案

https://tom
orrow

stax.com
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謙虚に、素直に、誠実に、お客様の相続に最善を尽くします相続専門の私たちの強み

Strength

Strength

Strength

Strength

相続不動産の
売却・有効活用

引き継いだ不動産
の所得税確定申告

相続税の
税務調査対応

　相続した資産の運用相談
（提携 IFA対応）

　相続した金融資産の
生命保険活用提案

　二次相続対策の提案
（有料相談）
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相続不動産の売却には税金対策が必要です。
相続不動産を売却した場合には、相続税とは別に所得税もかかっ
てきますが、売却する時期や方法によって支払った相続税の一部
が控除される「取得費加算の特例」や「マイホーム特例」などの適
用有無が異なります。
また、相続した空き家を所有し続けることで固定資産税が増税さ
れる可能性がありますが、一方で空き家を売却した場合には
3,000万円の特例控除が受けられる可能性もあります。
より有利な売却や有効活用のご相談について、相続不動産に特化
した不動産コンサルタントや大手不動産仲介業者等と力を合わせ
てサポートします。
初回のご相談は無料となっておりますのでお気軽にご相談ください。
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相続不動産の売却、有効活用等の
無料相談サービス

お亡くなりになった方から引き継いだ預金や株式などの金融資産
について、今後どのように運用するかにより老後の資産形成が大き
く異なります。
ご両親等から引き継いだ大切な財産を「目減りさせることなく次世
代に渡したい！」というニーズにも合致するサービスとなります。
提携の優秀なIFA（※）と共に、大切な相続資産の運用のお手伝
いをいたします。
※IFAとは特定の証券会社に属さず、独立・中立的な立場からお客様に資産運用のアドバ
イスをおこなう金融のプロフェッショナル資格保持者です。

相続した預金、上場株式、投資信託等
の資産運用の無料相談サービス

行政書士事務所トゥモローズにて、金融機関の口座解約や名義変
更の業務を特別価格にてご提供可能です。
「専門家に依頼することにより遺産分割協議書の通り適切に分配
してもらいたい」「平日忙しくて金融機関に出向けない」等のニー
ズをお持ちのお客様から多くのご依頼をいただいております。
専門家による手続きによりスムーズ、かつ、適切に分配が可能とな
ります。

銀行口座、証券口座の
名義変更代行サービス

賃貸物件を引き継いだ場合には相続人様でも所得税の確定申告
が必要となります。
特に引き継いだ初年度は、減価償却の計算、遺産分割日までの共有
計算、相続開始月の収入の帰属など、難しい論点が多々あります。
相続人様特別価格での対応が可能となりますので、是非一度ご相
談ください。

引き継いだ不動産の所得税申告

相続税の税務調査はお亡くなりになった翌々年の秋口にかけて入
られることが多いです。
弊社では税理士が責任を持って税務調査の事前準備、調査対応シ
ミュレーション、実際の調査の立会等、バックアップいたします。
また、書面添付制度を活用されたお客様は税務調査の前段階とし
て意見聴取がございますが、この意見聴取の対応も税理士が責任
を持って対応いたします。
（税務調査の立会、意見聴取対応は別途料金を頂戴いたします）

税務調査対応

相続税申告、相続財産の名義変更等の相続手続きが一段落しまし
たら、次の相続に向けた対策のご相談をお受けしております。
相続対策は、早めに取り組みを開始することで、争族防止や大き
な節税効果を得ることが可能となります。
初回のご相談は無料となっておりますのでお気軽にご相談ください。

二次相続対策のご相談

生命保険に加入されていない相続人様がいる場合には、相続対策
として非課税枠を活用した保険商品をご提案いたします。
また、生命保険は非課税枠の活用だけでなく、「生前贈与による
保険活用」「低解約返戻型の節税対策」「争続対策としての遺言
機能」など相続対策における保険の活用は多種多様です。
税理士としての中立な目線から、適切な商品のご提案が可能です。

生命保険の活用

ご親戚、ご友人などにご相続が発生した場合に弊社をご紹介いただ
き、弊社にて相続税申告の受任ができた場合には紹介料5万円を
進呈いたします。また、ご紹介者様の相続税申告報酬を10％割引い
たします。

お客様のご紹介

申告までの流れ 初回面談後のスケジュール 充実したアフターサービス 申告後もお役に立ちます

STEP

1 初回面談

STEP

2 ご契約

STEP

3
必要書類の
収集

STEP

4 準確定申告

STEP

5 財産目録作成

STEP

6 遺産分割

STEP

7 ご署名、ご捺印

STEP

8
相続税申告書提出
相続税の納付

STEP

9
申告書、お預かり
資料のご返却

STEP

10 各種名義変更
手続き

STEP

11 完了

初回のご面談は無料です。お気軽にご相談ください。

正式に、業務契約を交わします。 
ご契約時に、着手金として報酬総額の半金を頂戴しております。 残りの半金は、業務完了時
お支払いいただきます。 
また、ご契約後の面談も回数に制限は設けてませんので何度でもご面談が可能です。

戸籍謄本、残高証明書、不動産評価資料などの相続税の申告に必要な資料を、お客様にて収
集をお願いいたします。 資料収集でご不明な点や資料について、丁寧にご説明いたします。
なお、お仕事等で資料収集ができない場合には、弊社で一部代行することも可能です。その
場合には別途報酬がかかります。

不動産収入がある場合や年金が一定額以上ある場合には、「亡くなった年の1月1日から亡く
なった日までの期間」に係る所得税の申告が必要となります。
 ※亡くなった日から4ヶ月以内に申告が必要

資料がすべて揃ってから2 ヶ月程度で財産目録を完成させます。 
財産評価の説明の後、過不足がないかのご確認をしていただき、財産目録が確定します。

確定した財産目録を基に遺産分割の協議をします。 
この際に、二次相続を考慮した遺産分割シミュレーション等の提案も可能です。
遺産分割が確定しましたら当方で相続税申告書等の最終のご捺印資料の作成をします。

相続人様にお集まりいただき、遺産分割協議書等にご署名、ご捺印を頂戴します。遠方の相
続人様など弊社までお越しいただけない場合には訪問、ご郵送でも対応が可能です。

相続税申告書は弊社にて責任をもって税務署に提出します。 
相続税の納付については、お客様に行って頂きます。 
※亡くなった日から10 ヶ月以内に納税が必要です。

税務署に提出した申告書の控えやお預かりした資料を綺麗に製本してご返却します。

不動産、預金等の相続財産の名義変更手続きが必要です。
申告と異なり、期限はありませんが、なるべく早めに済ませましょう。 
登記については、提携の司法書士にご依頼いただくことも可能です。

相続財産の運用相談、二次相続の相続対策等のアフターサービスも充実しております。
お気軽にご相談ください。

平成27年の改正により、倒壊等の恐れのある空き家に
ついては固定資産税の特例措置が適用できなくなり、固
定資産税が最大で約4倍に増加する可能性があります。
空き家になる一番の原因は相続となります。相続不動産
をほったらかしにしてしまうと思わぬコストがかかること
になりますので早めの対処が必要です。

固定資産税が4倍に!?
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書面添付制度について相続税の税務調査

06 07

　書面添付制度とは、税理士が「申告書の作成に関して計算、整理、相談に応じた事項を記載した書面」を申告書に添付することができる
制度となります。この制度は、税理士法第33条の2にて税理士にのみ作成が認められているものになります。
　この書面添付制度は、税金の専門家である税理士が自己の作成した申告書に、「申告書の内容が適正に精査されています」と
折り紙をつけることができるような制度となります。

相続税の税務調査の実態 税務調査率が下がります

書面添付制度とは

この書面添付制度は、その資料の作成に事務的な負担がかかったり、また、適正でない申告書を
提出した場合にはその税理士にまで責任が問われてしまうおそれがあるため、導入している税理
士事務所は少数（東京国税局管内で20％前後）しかないのが現状です。

この制度を導入している税理士事務所は少数です

なぜこの書面添付制度が税務調査対策に繋がるかといいます
と、通常税務調査は、申告内容の不明点や疑問点、申告漏れ財
産が存在する可能性等を総合的に勘案して、調査を行うかどう
かを決めます。
そこでこの書面添付制度を導入し、申告時に事前に税務調査
でチェックされそうな事項について税理士が税務署に対して説
明を行います。
一般的な相続税の税務調査割合は約12％となっており、書面
添付制度を活用した調査割合は約2.7％であり、書面添付をす
ることにより税務調査に入られる割合が1/4に圧縮できます。
※｠  書面添付のされた申告書の調査省略割合は、約40％とな
ります。（平成27年事務年度・東京国税局）

書面添付制度を適用せずに、相続税申告を行い、その結果、税
務調査により指摘を受けた場合には、過少申告加算税等のペ
ナルティが課せられます。
しかし書面添付制度を利用した場合、事前に税務署から意見
聴取の機会が税理士に与えられるため、まず税理士が税務署
からの申告内容についての質疑に対応します。その結果、誤り
等が発見され修正申告を行った場合であっても、原則としてペ
ナルティが課されないことになっています。（平成24年12月19
日 国税庁事務運用指針より）
これは非常に大きな書面添付制度のメリットであり、書面添付
制度の適用により税務調査の回避、ペナルティの加算税の回避
といったお客様の負担を軽減することが可能となります。

税務調査の
軽減につながる

相続税の税務調査は、一般的には、亡くなった年の2年後の夏の終わりから秋にかけて実施されます。この時期以外にも春先に入られたり、亡く
なってから4年後に入られたりと事案によって異なることもありますが一般的には亡くなった年の翌々年の秋となります。なお、相続税の時効は
申告期限から5年ですので、亡くなった日から5年10ヶ月以上経過したものは原則として税務調査に入られることはないので安心してください。

いつ頃税務調査に来るのか？

税理士法人トゥモローズでは、もし税務調査に入られた場合にも
代表税理士が責任を持って税務調査に同席します。

相続税の税務調査に入られる割合は、約11.8％となっています（令和元年12月時点）。
この約11.8％という税務調査率は、税金の調査というカテゴリーの中では非常に高い割合となっ
ています。法人税は約5％、所得税は約1％となっており、法人税に比べると2倍以上、所得税に
至っては10倍以上の確率で税務調査に入られるというのが相続税申告における現状です。
右図は、所得税と相続税の税理士の関与割合です。
所得税についての税理士関与割合は20％ですが税務調査の割合は約1％であり、これに対し
て、相続税の税理士関与割合は85％ですが税務調査の割合は約12％となっています。
税理士に申告書作成を依頼したとしても高い確率で税務調査に入られている実態から、税理
士が関与しないケースにおいてはそれ以上にかなり高い確率で税務調査が実施されているこ
とが想定されます。

なお、12％はあくまで平均値であり、遺産総額の大きさ
などにより税務調査率は異なります。
遺産総額の大きい案件に対しては税務調査率も高くな
る傾向にありますが、近年では基礎控除額付近の案件
に対しての税務調査や無申告に対する税務調査も数多
く行われる傾向もあります。

税務調査に入られる割合

税理士法人トゥモローズなら、書面添付制度の活用により税務調査率は毎年1%未満です

税務調査の
ペナルティを回避できる

MERIT

1
MERIT

2

税務調査に入られる割合は上述のとおり約12％ですが、この12％に対する税務調査の結果、間違いが見つかり修
正申告が必要となる割合は80％以上となっています。つまり、税務調査に入られた案件については、そのほとんど
が申告内容について何らかの誤りがあったことになります。
この裏を返すと、税務署としてはある程度間違っていることが分かったうえで、税務調査を実施していることが
想定されます。相続税申告において税務調査に入られないためのポイントになることは、提出された申告書に
ついて税務職員がパッと見て間違えているような申告書や説明不足の申告書を作らないことです。
申告書の作成段階から税務調査に入られるかどうかが決まっているといっても過言ではありません。

どのくらいの割合で間違っているのか？

80％以上

各年における申告漏れ相続財産の構成比が国税庁より発表されています。
この割合の中で注目すべき割合は、現金・預貯金の割合であり30％以上もの高い割合となっていること
です。現金・預金の財産評価は、取得した残高証明の金額によるため、土地など不動産のような複雑な
評価をするわけではありません。
それにも関わらず、申告漏れの割合が高い理由は、税務調査において他ならぬ「名義預金」や「生前贈
与」といった論点が問題されていからです。税務調査の現場では、特に、この「名義預金」や「生前贈
与」について、税務職員から厳しく追求をされます。

どんな財産が漏れているのか？

税理士法人トゥモローズなら、相続専門の税理士が税務調査に入られないための
ノウハウを遺憾なく発揮した申告書を作成します。

税理士法人トゥモローズでは、名義預金や生前贈与について、他の相続税専門の税理士以上
に研究しているため、過少申告も過大申告もしないノウハウがあります。

修正申告が
必要となる
割合

年度 H.26 H.27 H.28 H.29 H.30

所得税 19.9% 20.0% 20.2% 20.2% 20.3%

相続税 89.7% 89.8% 84.0% 84.4% 85.0%

税理士の関与割合

27 28 29 30 元（事務年度）

【国税庁発表 令和元年 12月 申告漏れ相続財産の金額の構成比の推移 】

100

（%）

90
80
70
60
50
40
30
20
10
0

土地

36.3

35.2

12.4
2.2

13.9

36.8

33.1

16.5

1.7

11.8

37.1

34.1

15.2
1.8

38.1

36.5

11.2
2.0

12.2

41.8

33.1

10.8
1.9

12.4

家屋 有価証券

貯金・預貯金等 その他

11.8

税務調査割合

税務調査

書面添付あり

12%

2.7%

加算税
10%～35%

https://tom
orrow

stax.com
ht

tp
s:/

/t
om

or
ro

w
st
ax

.c
om



税理士報酬の支払のタイミングを教えて下さい？
A. 契約時に報酬総額の半額を頂戴し、業務完了時に残りの半額を頂戴します。

資料の収集は、税理士事務所でやってもらえますか？
A. 戸籍、残高証明書、不動産評価資料等は、原則としてお客様に収集していただきます。
ご不明な点がある場合には、その都度、丁寧に指導いたします。
なお、お仕事等で資料収集ができない場合には、弊社で一部代行することも可能です（別途報酬をお見積いたします）。

平日夜や土日も対応可能ですか？
A. 平日は21時まで、土日も9時から17時までご対応が可能です。
なお、上記以外の時間であっても事前にご予約いただけましたら柔軟にご対応いたします。

最初に提示された報酬から変更されることってありますか？
A. 基本的には、最初に提示させて頂いた報酬から追加で発生する報酬はございません。
ただし、前提となる遺産総額が大幅変更した場合や特殊事情が生じた場合には、追加で報酬を頂戴する場合もございます。そ
の場合には、必ず事前にご相談いたします。

預金や不動産の名義変更も対応可能ですか？
A. 不動産の相続登記は提携の司法書士事務所にて承ります。
預金、有価証券等の名義変更は、原則お客様にご対応いただきますが、弊社で代行することも可能です。その場合には、別途報
酬を頂戴することとなります。

相続人ごとに別の税理士に依頼することもできますか？
A. 全ての相続人が同じ税理士に頼まないといけないという決まりはありませんので、相続人ごとに税理士を分けて依頼すること
も可能です。

顧問税理士がいても大丈夫ですか？
A. 顧問税理士がいても相続税申告を相続専門の税理士に依頼することは、今となっては一般的なことです。
トゥモローズでは顧問税理士の先生とのご関係に留意しながら相続税申告作業を進めることが可能です。

遺産分割で揉めそうですが、対応可能ですか？
A. 提携の相続争いに精通した弁護士をご紹介します。
もちろん、争族になる前段階から、揉めることがないように最大限サポートします。

電話、メール、郵送のみで会わずに申告できますか？
A.外出を控えられているお客様や遠方のお客様、ご多忙のお客様については、お会いせずに電話、Web会議システム、メール、
郵送のみでのご対応も可能です。

みなさまから寄せられる質問とその回答をご紹介よくあるご質問

業務完了まで何回くらい面談する必要がありますか？
A. 一般的なケースでは、初回の面談、財産目録ご説明の面談、最終のご署名時の面談の3回程度となります。
一度も面談せずに電話やメール等で完了したお客様もいらっしゃれば、10回以上ご面談いただいたお客様もいらっしゃいますの
で、柔軟に対応が可能です。

申告期限まで1ヶ月を切ってますが依頼可能ですか？
A. 申告期限まで期間がない場合でもご対応は可能です。
資料が届いてから申告まで、最短で3日間で完了させた経験もございます。

納税資金が足りないような場合にもアドバイスをもらえますか？
A. 延納、物納、不動産売却、金融機関からの借入など相続人様にとって一番有利な方法をご提案します。

二次相続も踏まえた節税対策も可能ですか？
A. 一次相続につき配偶者の税額軽減を最大限活用して相続税を抑えられても二次相続で多額の相続税がかかってしまっては本
末転倒です。
弊社では一次相続及び二次相続のトータルでの相続税額が最小になるような遺産分割のご提案をいたします。

相談内容が外部に漏れるようなことはないですか？
A. 税理士法第38条及び第54条にて税理士の守秘義務が法令で定められています。
したがって、税理士法で禁じられている守秘義務違反をすることはございませんのでご安心ください。

税務調査は必ず入られるものですか？
A. 税務調査はすべての相続税申告について入られることはありません。
ただし、相続税は他の税金に比べ税務調査に入られる割合は高く、申告件数全体の約12%となっています。
トゥモローズにご依頼頂いた場合には、適切な申告書により税務調査に入られる割合は1%未満に抑えられます。
また、もし調査に入られた場合にも、代表税理士が適正に対応し、全て是認となるべく最大限尽力いたします。

相続税申告の手続きが完了した後の相続した財産のアドバイスもできますか？
A.相続した財産をどのように運用するか、二次相続のために生命保険に入る必要があるか、相続不動産の売却はいつすべきかな
ど、相続した資産の運用など相続した後の財産についてのアドバイスもご相談可能です。
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業界最低水準が可能な理由

料金案内 業務効率化と相続の専門性により、最低報酬水準を実現しております

相続税申告報酬 代表者からのご挨拶

書籍・執筆・メディア掲載

※ 遺産総額は、債務・葬式費用控除前、生命保険・退職金の非課税枠控除前、小規模宅地等の特例の
　 適用前の金額となります。 

※ 準確定申告、延納、物納、納税猶予、名義財産検討、その他特殊事項がある場合には別途お見積りします。
※ 申告期限まで3ヶ月未満のお客様は、上記報酬総額の20％の加算報酬を頂戴します。

  ～  4,000万円 110,000円  

 4,000万円 ～ 5,000万円 165,000円  

 5,000万円 ～ 7,000万円 275,000円  

 7,000万円 ～ 1億円 385,000円  

 001億円 ～ 1.5億円 550,000円  

 1.5億円 ～ 2億円 715,000円  

 2億円 ～ 2.5億円 880,000円

 2.5億円 ～ 3億円 1,045,000円

 3億円 ～ 4億円 1,320,000円

 4億円 ～ 5億円 1,650,000円

 5億円 ～  別途お見積 

   遺産総額※  報酬額（税込） 

基本報酬

 土地の数 55,000 円/1 箇所  

 非上場株式 110,000 円～/1 社  

 相続人が複数の場合 基本報酬×10％×（相続人の数－1）

 書面添付加算 110,000 円  

 その他特殊項目加算 別途お見積 ※

 項目       報酬額（税込）  

加算報酬

法人案内 トゥモローズについて

　トゥモローズでは、論点整理のスピート及び工数の最適化により、
相続税申告の業界最低報酬水準を可能にしています。
　それを実現しているのが、相続税に専門特化した「知識」と数多く
の相続税申告の「経験」です。
　相続税に専門特化していない場合、Aという問題に対してBという
最適な答えを導くまでに多くに調査や勉強などを必要としますが、
トゥモローズでは、知識と経験からBという回答を導くのに時間を
要しません。その分、安価で提供できる上、サービスの高い質も保

つことができています。
　また一人ひとりのお客様を大切にしておりますので、大手税理士
法人のように不特定のお客様を獲得するような大々的な広告は行っ
ておりません。
　専門性を高く保ちつつも、広告宣伝費を最小限にすることでその
分を報酬に反映させ、業界最低水準の報酬体系を実現しておりま
す。その結果、お客様を大切にする質の高いサービスの提供が可能
となっています。 

お客様の“思い”を“幸せな明日”へ
私たちは、相続に専門特化した 税理士法人です。

相続とは、お客様の財産、 そして“思い”を次世代につなぐこと。

私たちは、財産を明日に つなげるだけでなく、

専門家として、お客様の大切な“思い”も“幸せな明日”につなげます。
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大塚 英司
代表税理士/行政書士

Eiji Otsuka

角田 壮平
代表税理士/行政書士

Souhei Tsunoda

税務専門誌
税経通信、税務・会計Web情報誌 Profession Journal、税務弘報　など複数寄稿 
その他
週間ポスト、週刊朝日、ヤフーニュース、ダイヤモンドなど複数 

執筆書籍

ゆうちょ銀行行員向けセミナー、東京理科大学生涯学習セミナー、
大手不動産会社・大手生命保険会社主催セミナーなど講師経験多数 

セミナーなど

イレギュラーな相続に
対処する未分割申告の
税実務

清文社

専門税理士が教える!
 『相続開始後』でも提案
できる相続アドバイス

清文社
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